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島根総合発展計画「実施計画」 変更一覧 
 

指摘頂いた事項等 対応 

１ 事務事業の実施主体

の掲載イメージは、違和

感がある。例えば、市町

村に「－」となっている

ものがあるが、何もしな

くてもよいということで

はないはずである。この

表は不要と考える。 

 

２ 事務事業の実施主体

は示した方がよい。イメ

ージの掲載の仕方がよい

か検討が必要であるが、

県民に分かることが大

事。 

 

○ 実施主体の早見表は掲載しないこととし、必要に応じて「概要」の中に実施主体や支援の仕組み等を記載するこ

ととしました。 

 

３ 政策、施策の目的に

ついて主体が誰か見えに

くい。全体的に整理が必

要。 

 

○ 政策は、県民全てが共有するものであり、施策は、県行政が取り組む具体的な方策を掲げていることから、主体

については記載していません。 

○ この点については、読む人にわかるよう、説明する工夫を行います。 

資料４ 
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指摘頂いた事項等 対応 

４ 61 本の施策は全部で

きるのか。優先順位をつ

けて、重点的に取り組む

ものを抽出すべきではな

いか。 

 

○ 県の厳しい財政状況に鑑みても、いずれの分野も重要であると考えており、その取組みの方向性については、県

民に示していく必要があるものと考えています。 

○ 「重点化」については、施策ごとに優先順位をつけるのではなく、各施策の中で、重点的に取り組む方向を示し

ていくべきものと考えています。例えば、政策Ⅱ-3-1「医療機能の確保」においては、これまでは、「診療機能

の充実に取り組む」こととしていましたが、これからは、「医療機能の機能分担と連携を進めていく」こととし

ているように、取組みの方向を再構築しています。 

○ 今後は、財政健全化基本方針に基づく改革を進める中にあって、あらゆる分野において徹底的な見直しを行うこ

とが必要ですが、県の発展や県民生活に真に必要であって緊急に実施すべきものについては、各年度の予算編成

等を通じて重点的かつ適切に対応する考えです。 

○ 

５ 取組みの方向と成果

指標の整合に留意願いた

い。 

 

６ 成果指標の内容とし

て、「実数」と「意識」を

どのように使っているの

か。 

 

○ 成果指標については、御指摘の点も踏まえ再度検討します。 
○ 

７  施策Ⅰ-1-3「新産

業・新事業の創出」（p6）：

取組みの方向に、「販売戦

略組織の構築」を入れて

ほしい。 

 

○ この施策は、県内企業の研究開発の支援を主目的としたものであり、これによって開発された製品等の販売拡大

に関しては、当該企業の販売戦略をもとに、施策Ⅰ-1-1「県内企業の経営・技術革新の支援」や施策Ⅰ-1-2「ソ

フト系 IT 産業の振興」の取組みにおいて、支援を行っていくこととしています。 
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指摘頂いた事項等 対応 

８ 政策Ⅰ-3「観光の振

興」（p6）：「県民のみなさ

んへ」。活用するだけでな

く、同時に参加して創造

することが重要。 

○ 下記のとおり表現を改めました。 

変更前 変更後 

○ 島根には、豊かな自然、古き良き文化・歴史、ま

た来訪者にも親切な人々の暮らしなど、良いもの

がたくさんあります。こうした優れた観光資源に

気づき、大いに活用してください。 

○ 島根には、豊かな自然、古き良き文化・歴史、ま

た来訪者にも親切な人々の暮らしなど、良いもの

がたくさんあります。こうした優れた観光資源を

大いに活用するとともに、広く観光交流活動に参

画しましょう。 
○ 

９ 政策Ⅰ-3「観光の振

興」（p5）：テーマのある

観光の創出と定着は重

要。石見銀山でも、住ん

でいる人の経済環境や生

活が向上し、誇りに思え

る場所にしていかなけれ

ば定着できない。 

 

○ 御指摘のとおりと考えていますので、そういった方向での事業の組み立てや事業の取組みを進めていきます。 
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指摘頂いた事項等 対応 

10 施策Ⅰ-5-2「雇用･就

業の促進」（ｐ30）：優良

中小企業の紹介が新卒者

に伝わっているのか疑

問。トライアル雇用、見

学会の開催など、県、企

業、学校、PTA が一丸とな

って取り組むことが必

要。 

 

○ 御指摘の点は大変重要なことであり、実施計画の主な事務事業に掲載して、実施することとしています。 

11 施策Ⅱ-1-8「食の安

全の確保」（p60）につい

て、指標にトレーサビリ

ティの導入件数を入れる

べき。 

 

○ 成果指標については、御指摘の点も踏まえ再度検討します。 

 

12 施策Ⅱ-2-3「高齢者

福祉の推進」（p66）の「目

的」の中にある、「できる

限り」は「最後まで」と

いう表現の方が適切では

ないか。 

 

○ 下記のとおり表現を改めました。 

変更前 変更後 

高齢者ができる限り住み慣れた地域で安心して暮

らせるとともに、元気な高齢者が地域の担い手となっ

て積極的に活動する仕組み・環境づくりを目指しま

す。 

高齢者が生涯を通じて、住み慣れた地域で安心して

暮らせるとともに、元気な高齢者が地域の担い手とな

って積極的に活動する仕組み・環境づくりを目指しま

す。  
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指摘頂いた事項等 対応 

13 施策Ⅱ-2-4「障害者

の自立支援」（p68）：ノー

マライゼーションを目的

の中に入れて欲しい。 

○下記のとおり表現を改めました。 

変更前 変更後 

障害者が住みたい地域で、障害のない人と同じよう

に、安心し、自立した生活を営むことができ、地域の

住民と共に支え合う地域社会を実現します。 

「ノーマライゼーション」の理念のもと、障害者が

住みたい地域で、障害のない人と同じように、安心し、

自立した生活を営むことができ、地域の住民と共に支

え合う地域社会を実現します。 

○ 

14 施策Ⅱ-2-4「障害者

の自立支援」（p68）につ

いて、「障害」を「障がい」

としたほうが良いのでは

ないか。 

 

○ 国の法律等においては「障害」が用いられており、様々な支援の根拠となっています。したがって、これを直ち

に変更することは混乱が生じるおそれがあり困難と考えていますが、国の動向も注視し、障害者団体等の意見も

踏まえながら検討していきたいと考えています。 

15 追加 政策Ⅱ－3「医療

の確保」（p17）：「看護師」

「看護職員」の表現をそ

ろえるべき。 

 

○看護師、准看護師、保健師、助産師の総称として用いる場合は「看護職員」という用語に統一しました。 

○ 
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指摘頂いた事項等 対応 

16 政策Ⅱ-3「医療の確

保」の施策（p78）：「現状

と課題」中、「看護師が県

外へ流出している」のは

医療機関の魅力の問題が

あるのではないか。看護

系大学の卒業者がＵＩタ

ーンしやすいような対策

をとって欲しい。 

 

○ 御指摘の点を踏まえ、施策Ⅱ-3-3 の「取組みの方向」を下記のとおり改めました。 

変更前 変更後 

○ …また、勤務環境の改善などの離職防止や就業支

援講習会により再就業の支援を行います。 

○ …また、職場環境の改善などによる離職防止や、

就業支援講習会による再就業の支援を行うととも

に、これらの情報を積極的に県外へも発信して、

看護職員の確保に努めます。 

○ 

17 政策Ⅱ-4「子育て支

援の充実」（p19）：「現状

と課題」に晩婚の要因を

あげる必要はないか。 

 

○ご指摘を踏まえ、表現を下記のとおり改めました。 
変更前 変更後 

○ 平成 18 年の合計特殊出生率は、1.53 で全国３位で

したが、親となる年齢層の減少や未婚化等により、

今後、出生数の一層の減少が見込まれています。 

○ 平成 18 年の合計特殊出生率は、1.53 で全国３位で

したが、親となる年齢層の減少や未婚・晩婚化等に

より、今後、出生数の一層の減少が見込まれていま

す。 
○ 

18 政策Ⅱ-4「子育て支

援の充実」（p19）：周産期

医療体制については、お

産ができる医療機関を明

確化すること。 

 

○ お産ができる医療機関については、現在策定中の保健医療計画の中で圏域別に医療機関を明記にすることとして

います。 
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指摘頂いた事項等 対応 

19 政策Ⅲ－1「教育の充

実」（p23）の指標は、取

組みの方向とマッチして

おらず、疑問である。 

 

20 政策Ⅲ－1「教育の充

実」（p23）の成果指標：「健

全のイメージはどのよう

なものか。 

 

○ 成果指標については、御指摘の点も踏まえ再度検討します。 

 

21 政策Ⅲ-1「教育の充

実」（p23）：連携を深める

のは、「教育・研究機関間」

とした方がよいのではな

いか。 

 

22 政策Ⅲ-1「教育の充

実」（p23）：基本は地域と

の密着であるが、それと

同時に、島根自身のため

にも、国際的水準を目指

す努力を掲げていくこと

が必要。国際的な視野・

交流の記述が追記される

ことに期待。 

 

○下記のとおり表現を改めました。 

変更前 変更後 

大学等の高等教育機関については、地域や時代の新

たな要請に応え、地域と密着した研究・教育活動が充

実されるよう連携を深めます。 

大学等の高等教育機関については、地域や時代の新

たな要請に応え、地域と密着した研究・教育活動が充

実されるよう企業、自治体、教育・研究機関等と連携

を深めるとともに、国際的な視野を持ち多様な価値観

を認める人材育成を目指します。  
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指摘頂いた事項等 対応 

23 追加 施策Ⅲ－1－1

「学校・教育・地域の連

携による教育の充実」

（p100）の成果指標：「放

課後の子どもの居場所の

数」を追加すべき。 

 

○ 成果指標については、御指摘の点も踏まえ再度検討します。 
 

24 追加 施策Ⅲ－1－3

「青少年の健全な育成の

推進」（p106）の成果指

標：「非行少年の数」では

なくて「青少年の社会活

動数（ボランティア参加

数）」や「社会環境の改善

された数にすべきではな

いか。 

 

○ 成果指標については、御指摘の点も踏まえ再度検討します。 
○ 
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指摘頂いた事項等 対応 

25 追加 施策Ⅲ－2－1

「生涯を通じた学習と社

会 貢 献 活 動 の 推 進 」

（p110）の取組みの方

向：県民活動支援センタ

ーが、しまね NPO 活動支

援センターの役割を担う

のでれば、名称に NPO が

ないと、役割や機能が不

明確である。地域の課題

に取り組んでいる NPO 法

人や NPO が元気になる名

前を希望する。 

 

○ 今まで「しまね NPO 活動支援センター」では、NPO 法人のみならず、広義の意味での NPO（NPO 法人、市民活動

団体、地域づくり団体、ボランティア団体等）を対象として各種支援を行ってきました。 

○ しかしながら、一般には、NPO というと、NPO 法人と捉える方が多いようで、「しまね NPO 活動支援センター」は、

NPO 法人に対する支援を行っている所と誤解をしている人もいらっしゃるようです。 

○ そこでこの度、NPO 法人だけでなく、市民活動団体、地域づくり団体等で様々な地域課題の解決に取り組んでお

られる多くの県民の皆さんの活動を支援する拠点ということが一般の人に分かりやすいよう「県民活動支援セン

ター」という名称に改めることといたしました。 

○ 「県民活動支援センター」には、「しまね NPO 活動支援センター」が担っていた役割や機能を確実に引き継いで、

各種支援を行っていくこととしております。 

26 施策Ⅲ-2-3「芸術・

文化の振興」（p114）：芸

術文化は、もっと民間が

主体となってやることの

できる分野ではないか。

そのためにも地元の芸術

と文化の充実に力を入れ

る必要があるのではない

のか。 

 

○ 御指摘のとおり、自主的な地域の文化活動を充実させることは大切なことです。文化ファンドを活用した県民の

自主的な文化活動の支援や地域文化を生かした交流事業などを取組みの方向や主な事務事業に掲載して実施す

ることとしています。 
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指摘頂いた事項等 対応 

27 施策Ⅲ-3-3「国際化

と多文化共生の推進」

（p120）：外国人に対し、

バスの表示など分かりや

すくしていく取組みを。 

 

○ 御指摘の点については、平成 17 年度に実施した在住外国人に対するアンケートにおいて、現在の生活で困って

いることの一つとして「案内・表示・交通手段がわからないので外出しにくい」という回答が 8.1％あり、交流

の機会が少ないこと、医療や子育てと並び、大きな課題の一つとなっています。多文化共生の取組みは、実施計

画の主な事務事業に掲載して実施することとしています。 

28 政策Ⅲ（p128）の指

標において「文化財の活

用」と「文化が豊かと思

う」ことは別物ではない

か。 

 

○ 成果指標については、御指摘の点も踏まえ再度検討します。 
○ 

29 政策Ⅲ-4「自然環境、

文化・歴史の保全と活用」

（p30）：県民のみなさん

への記述に、郷土への誇

りといった言葉を追記し

てほしい。 

 

○ 下記のとおり表現を改めました。 

変更前 変更後 

○ 身近にある歴史・文化遺産を見つめ直し、貴重な

地域資源として積極的に保存・継承活動に携わっ

ていきましょう。 

○ 郷土の歴史・文化遺産への関心を深め、貴重な地

域資源として保存・継承する活動に積極的に関わ

っていきましょう。  

30 施策Ⅲ-4-4 の施策名

「文化財の継承と活用」

（p128）は、「…保存・継

承と…」としてはどうか。 

 

○ 下記のとおり施策名を改めました。 

変更前 変更後 

文化財の継承と活用 文化財の保存・継承と活用 

● 
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指摘頂いた事項等 対応 

31 行政と県民との間で

は、行政側からの問題の

提起・発出、それに対す

る県民からの反応・創造

があって県行政が洗練さ

れ、それを県民に再度投

げかける。この相互関係

性が重要である。 

 

○ 基本構想 第４章 取組みの方向 ２．計画の推進に向けた県の基本姿勢 （１）総力を結集し、新しい発展を

促す県政運営（ｐ31）及び実施計画 施策１ 県民の総力を結集できる行政の推進（p134） の中に委員発言の

趣旨を反映することとしました。 

 

 


